
市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する
中間年の見直しにおける「量の見込み」等に関する調査結果について

１．調査の目的

子ども・子育て支援法第６１条第１項において、「市町村は、基本指針に即して、五年を
一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律
に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」とい
う。）を定めるものとする。」とされている。

また、基本指針においては、支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、教育・
保育の量の見込みと大きくかい離している場合には、支給認定の状況を踏まえ、計画期間
の中間年を目安として市町村子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこととされている。

そこで、市町村子ども・子育て支援事業計画の計画期間（平成２７年度～３１年度）の中間
年である平成２９年度における当該計画の見直しの状況について市町村（特別区を含む。以
下同じ。）へ調査を行ったもの。
なお、回答市町村数は１，７１８、回答率は９８．７％であった。
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２．結果の概要

（１）教育・保育

単位：市町村 （ ）内は回答市町村計に対する割合

認定区分
検討状況

１号認定 ２号認定 ３号認定

０歳児 １・２歳児

見直し実施済み① ２４０（14.1%） ２７３（16.1%） ２６２（15.4%） ２６０（15.4%）

検討中② ７３０（42.9%） ７４３（43.8%） ７５４（44.4%） ７４３（43.9%）

小 計①＋② ９７０（57.1%） １，０１６（59.8%） １，０１６（59.8%） １，００３（59.3%）

見直しを行う必要なし③ ７３０（42.9%） ６８２（40.2%） ６８４（40.2%） ６８９（40.7%）

回答市町村計①＋②＋③ １，７００ １，６９８ １，７００ １，６９２

無回答④ １８ ２０ １８ ２６

合 計①＋②＋③＋④ １，７１８ １，７１８ １，７１８ １，７１８

【表１ 見直しの検討状況】

市町村子ども・子育て支援事業計画のうち、教育・保育部分について、１号・２号・３号認定を通じて、回答市町村の約６
割が見直しを実施済み又は検討中、約４割が見直しを行う必要なし、となっている。
具体的には、
１号認定に係る計画については、見直し済み又は検討中の市町村が全体の５７．１％。
２号認定に係る計画については、見直し済み又は検討中の市町村が全体の５９．８％。

３号認定に係る計画については、見直し済み又は検討中の市町村は、０歳児が５９．８％、１・２歳児が５９．３％とほぼ同
程度の割合となっている。
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【表２ 見直しを検討中の市町村における見直しの事由】

認定区分

検討状況 ※

１号認定 ２号認定 ３号認定

０歳児 １・２歳児

実績値が１０％以上かい離 ４６９ ４３９ ４８６ ４３４

平成２９年度末以降も引き続き受け皿整備が必要 ６２ １０４ １２１ １３６

既に計画の目標値を超えて整備を実施 ３６ ５９ ５８ ５８

量の見込みと大きくかい離している場合に該当は
しないが、市町村の判断により見直し実施予定

２０６ ２１９ １７８ ２０９

※ 複数回答している市町村があるため、検討状況の合計は回答市町村数と一致しない。

単位：市町村

「見直しを検討中」と回答した市町村のうち、見直しの事由については、１号認定、２号認定、３号認定各号の「支給認定
を受けた子どもの実績値が１０％以上かい離している」ことを理由としている市町村が最も多く、次いで「量の見込みと大き
くかい離している場合に該当はしないが、各市町村の判断により見直しを行う場合」が多くなっている。

なお、中間年の見直しの検討に当たっては、「子育て安心プラン」（平成２９年６月２日公表）を踏まえ、女性就業率の上
昇、あるいは大規模マンション等の開発について都市開発部局と情報を共有し、連携することにより社会増に伴う保育の
受け皿確保などに留意することを求めている。

このため、今後の宅地開発やマンション開発の見込みを踏まえて量の見込みの補正を行った市町村や、女性就業率の
上昇に伴い支給認定事由における「就労」の増加を見込み、量の見込み算出時にこれに係る支給認定割合を増加させる
補正を行った市町村もあった。
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（２）地域子ども・子育て支援事業

事業名
検討状況

利用者支援事業 地域子育て支援
拠点事業

子育て短期支援事業 子育て援助活動
支援事業※

ショートステイ トワイライトステイ

見直し実施済み① １５３（ 9.3%） １２０（ 7.1%） ７４（ 4.5%） ４２（ 2.6%） ９０（ 5.5%）

検討中② ３２７（19.9%） ４１７（24.8%） ２１２（12.9%） １０１（ 6.3%） ３０８（18.7%）

小計①＋② ４８０（29.1%） ５３７（32.0%） ２８６（17.4%） １４３（ 8.9%） ３９８（24.2%）

見直しを行う必要
なし③

１，１６７（70.9%） １，１４３（68.0%） １，３５４（82.6%） １，４５８（91.1%） １，２４９（75.8%）

回答市町村計
①＋②＋③

１，６４７ １，６８０ １，６４０ １，６０１ １，６４７

無回答④ ７１ ３８ ７８ １１７ ７１

合計①＋②＋③＋④ １，７１８ １，７１８ １，７１８ １，７１８ １，７１８

【表３ 見直しの検討状況】

単位：市町村 （ ）内は回答市町村計に対する割合

※ ファミリー・サポート・センター事業（病児・緊急対応強化事業以外） 4

地域子ども・子育て支援事業については、見直しに当たり、例えば放課後児童クラブについては、「保育所の新設や大規
模マンションの新設等、今後、量の見込みを大きく変動させ得る要因の動向の分析を踏まえ」ることを、延長保育事業や病
児保育事業については、保育所等における整備量の拡大などに応じて見直しを行うことを求めたところ、見直しを実施（検
討中を含む）した市町村の割合は、放課後児童健全育成事業が最も多く、次いで一時預かり事業、病児保育事業の順と
なっている。
他方、「見直しを行う必要なし」とした市町村の割合が最も高かった事業は、 トワイライトステイ、ショートステイ、子育て援
助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）の順であった。

なお、病児保育事業について、一定数の市町村区域外からの利用者を受け入れている場合には、あらかじめ市町村子ど
も・子育て支援事業計画に位置付けることが適当と示しているところ（自治体向けＦＡＱ（第１６版）ＮＯ．３４２）、広域利用の
開始に伴う利用者増を見込み、見直しを実施した市町村もあった。



事業名

検討状況

一時預かり事業 延長保育事業 病児保育事業 放課後児童健全
育成事業

幼稚園における
在園児対象

幼稚園型以外

見直し実施済み① １３２（ 7.9%） １２６（ 7.5%） １３５（ 8.0%） １１７（ 7.1%） ２０３（12.0%）

検討中② ４６０（27.5%） ４７５（28.4%） ４２４（25.3%） ４３８（26.5%） ５９９（35.4%）

小計①＋② ５９２（35.4%） ６０１（35.9%） ５５９（33.3%） ５５５（33.6%） ８０２（47.3%）

見直しを行う必要
なし③

１，０８２（64.6%） １，０７４（64.1%） １，１１９（66.7%） １，０９９（66.4%） ８９２（52.7%）

回答市町村計
①＋②＋③

１，６７４ １，６７５ １，６７８ １，６５４ １，６９４

無回答④ ４４ ４３ ４０ ６４ ２４

合計①＋②＋③＋④ １，７１８ １，７１８ １，７１８ １，７１８ １，７１８

単位：市町村 （ ）内は回答市町村計に対する割合
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事業名
検討状況 ※１

子育て援助
活動支援事業
※２

一時預かり事業 延長保育事業

幼稚園における
在園児対象

幼稚園型以外

実績値が１０％以上かい離 １８３ ３２１ ３１９ ２５１

平成２９年度末以降も引き続き受け皿整備が必要 ３ １１ １７ １４

既に計画の目標値を超えて整備を実施 １０ ２０ １１ ２２

量の見込みと大きくかい離している場合に該当はし
ないが、市町村の判断により見直し実施予定

１１７ １２０ １４２ １５２

事業名
検討状況 ※１

利用者支援
事業

地域子育て
支援拠点事業

子育て短期支援事業

ショートステイ トワイライトステイ

実績値が１０％以上かい離 ８６ ２４９ １２１ ４４

平成２９年度末以降も引き続き受け皿整備が必要 ７ ８ ４ ２

既に計画の目標値を超えて整備を実施 ６３ ２７ ８ １

量の見込みと大きくかい離している場合に該当はし
ないが、市町村の判断により見直し実施予定

１７３ １３８ ８２ ５４

単位：市町村

【表４ 見直しを検討中の市町村における見直しの事由】
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「見直しを検討中」と回答した市町村のうち、最も多い見直しの事由は「実績値が１０％以上かい離」、次いで「量の見込み
と大きくかい離している場合に該当はしないが、市町村の判断により見直し実施予定」となっているが、利用者支援事業及
びトワイライトステイのみ「市町村の判断により見直し実施予定」が最も多く、次いで「実績値が１０％以上かい離」となって
いる。

※１ 複数回答している市町村があるため、検討状況の合計は回答市町村数と一致しない。
※２ ファミリー・サポート・センター事業（病児・緊急対応強化事業以外）



事業名
検討状況 ※

病児保育事業 放課後児童
健全育成事業

実績値が１０％以上かい離 ２５０ ３０４

平成２９年度末以降も引き続き受け皿整備が必要 １３ ８６

既に計画の目標値を超えて整備を実施 ３７ ８６

量の見込みと大きくかい離している場合に該当は
しないが、市町村の判断により見直し実施予定

１４９ １７６

単位：市町村
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※ 複数回答している市町村があるため、検討状況の合計は回答市町村数と一致しない。



【参考】
１．見直しの基準
（１）教育・保育
①平成２８年４月１日時点の支給認定区分ごとの子どもの実績値が市町村子ども・子育て支援事業計画における量の
見込みよりも１０％以上のかい離がある場合
②平成２９年度末以降も引き続き受け皿の整備を行わなければ待機児童等の発生が見込まれる場合
③既に市町村子ども・子育て支援事業計画において年度ごとに設定した目標値を超えて整備を行った年度がある場合
（２）地域子ども・子育て支援事業
教育・保育の「量の見込み」の見直しにあわせて必要に応じ、見直しを実施

２．調査の概要

平成２９年９月２９日を提出期限として、当該提出期限時点での市町村における見直しの状況について都道府県を通じ、
回答を求めた。

なお、複数の市町村において、提出期限時点で、見直し後の量の見込みの数値等が未定であったため、量の見込みを含
め、数値については集計を行わず、教育・保育の提供及び地域子ども・子育て支援事業に係る検討状況のみ集計を行った。
この集計結果は、提出期限時点での状況であり、見直しを検討中と回答した市町村における見直し結果については把握し
ていない。
【調査項目】
①児童数
・市町村子ども・子育て支援事業計画の作成当初の児童数※と「補正後」の量の見込みの数。
※６歳以上について、市町村子ども・子育て支援事業計画に記載していない場合は、「量の見込み」算出の際に使用した、推計児童数（実人数）

②教育・保育の提供
・１号認定、２号認定、３号認定（０歳児、１・２歳児）の各認定区分における以下の数値
（ⅰ）最新の実績値を基に見込む平成２９年度の量の見込みに対する実績値
（ⅱ）平成３０年度及び３１年度の量の見込み（当初計画と見直し後の数値）
（ⅲ）平成３０年度及び３１年度の確保方策（当該市町村域内に居住する子どもに係る各年度の確保方策（実人数））
③地域子ども・子育て支援事業
（ⅰ）市町村子ども・子育て支援事業計画に定量的に記載している事業ごとの作成当初と見直し後の量の見込み
（ⅱ）見直し後の量の見込みに対する確保方策
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